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○小牧市心身障害者扶助料支給条例  

昭和４６年３月３０日 

条例第１０号 

改正 昭和４７年４月１日条例第１８号 

昭和４８年３月３１日条例第１５号 

昭和４９年７月１日条例第２４号 

昭和５０年３月３１日条例第１３号 

昭和５０年１２月２６日条例第３８号 

昭和５５年３月２８日条例第３１号 

昭和６１年３月２８日条例第１５号 

平成１０年３月２７日条例第８号 

平成１１年３月２６日条例第６号 

平成１２年９月２９日条例第３５号 

平成１６年３月２６日条例第９号 

平成１７年６月２９日条例第１７号 

平成１８年３月２７日条例第１０号 

平成１８年９月２９日条例第３６号 

平成２４年３月２８日条例第１２号 

平成２４年６月２７日条例第２６号 

平成２７年３月２４日条例第８号 

（目的） 

第１条 この条例は、心身障害者に小牧市心身障害者扶助料（以下「扶助

料」という。）を支給することによつて、福祉の増進に寄与することを

目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において「心身障害者」とは、次の各号のいずれかに該

当する者をいう。 

(1) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規

定する知的障害者更生相談所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６
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４号）第１２条第１項に規定する児童相談所において知能指数が７５

以下であると判定された者で療育手帳の交付を受けたもの（以下「知

的障害者」という。） 

(2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定す

る身体障害者手帳の交付を受けた者で身体障害者福祉法施行規則（昭

和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から６級までに該当す

るもの（以下「身体障害者」という。） 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

（以下「精神障害者」という。） 

（支給要件） 

第３条 扶助料は、小牧市に居住する心身障害者に対して支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

による年金給付又は規則で定める公的年金給付を受けることができる者

には、扶助料を支給しない。 

（扶助料の額） 

第４条 扶助料の支給額は、次のとおりとする。 

(1) 知的障害者 

療育手帳判定区分 月額 

A及びB ６，０００円

C ２，０００円

(2) 身体障害者 

身体障害者手帳等級区分 月額 

１級から４級まで ６，０００円

５級及び６級 ２，０００円

(3) 精神障害者 

精神障害者保健福祉手帳等級区分 月額 

１級及び２級 ６，０００円
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３級 ２，０００円

２ 前項第１号の規定にかかわらず、特別児童扶養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第１３４号）による障害児福祉手当若しくは特別

障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第

３４号）附則第９７条第１項の規定による福祉手当の支給を受けている

者については、月額４，０００円とする。 

（申請） 

第５条 扶助料の支給要件に該当する者（以下「受給権者」という。）が

扶助料の支給を受けようとするときは、市長に申請しなければならない。 

２ 前項の場合において、受給権者が申請をすることができない事情があ

るときは、当該受給権者の保護者（配偶者、親権を行う者、後見人その

他の者で心身障害者を現に監護するものをいう。）が代わつて申請する

ことができる。 

（認定） 

第６条 市長は、前条による申請があつたときは、速やかにその認定を行

い、可否を決定し、当該申請者に通知するものとする。 

（扶助料の支給方法） 

第７条 扶助料は、受給権者が第５条の規定により市長に申請した日の属

する月の翌月から、支給すべき事由が消滅した日の属する月まで支給す

る。 

２ 扶助料は、毎年３月及び９月の２期に、それぞれの月までの分を支給

する。ただし、扶助料を支給すべき事由が消滅した場合又は扶助料の支

給を停止した場合におけるその期の扶助料は、支給期月でない月であつ

ても、支給することができる。 

（失権） 

第８条 扶助料の支給を受ける権利は、受給権者が次の各号のいずれかに

該当するに至つたときは、消滅する。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 小牧市に居住しなくなつたとき。 
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(3) 心身障害者でなくなつたとき。 

(4) 第３条第２項に該当する者となつたとき。 

（支給停止） 

第９条 扶助料は、受給権者が前年の所得（１月から３月までの月分の扶

助料については、前々年の所得とする。）について、国民年金法施行令

（昭和３４年政令第１８４号）第５条の４第２項に定める額以上の場合、

その年の４月から翌年の３月までは、その支給を停止する。 

２ 扶助料は、受給権者が次の各号のいずれかに該当するときは、その期

間その支給を停止する。 

(1) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項第１号から第

６号までに規定する施設に入所しているとき。 

(2) 身体障害者福祉法第１８条第２項に規定する独立行政法人国立病院

機構又は高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関す

る法律（平成２０年法律第９３号）第３条の２に規定する国立高度専

門医療研究センターの設置する医療機関であつて厚生労働大臣の指定

するものに入院しているとき。 

(3) 懲役、禁錮若しくは拘留の刑の執行のため若しくは死刑の言渡しを

受けて刑事施設に拘置されているとき、労役場留置の言渡しを受けて

労役場に留置されているとき、又は監置の裁判の執行のため監置場に

留置されているとき。 

(4) 保護処分として少年院若しくは児童自立支援施設に送致され、収容

されているとき、又は補導処分として婦人補導院に収容されていると

き。 

（調査） 

第１０条 市長は、必要があると認めるときは、受給権者に対して、扶助

料の支給に関する認定のために必要な書類の提出を求め、又は当該職員

をしてこれらの事項について、受給権者若しくはその他の関係人に質問

させることができる。 

２ 市長は、扶助料の支給を受けている者に対して、定時又は随時に扶助
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料の支給に必要な報告を求めることができる。 

３ 正当な理由がなくて前２項の要求に応じなかつた者に対しては、市長

は、その者がその要求に応ずるまでの間、認定を留保し、又は扶助料を

支給しないことができる。 

（未支給扶助料の特例） 

第１１条 扶助料の支給を受けている者が死亡した場合において、その支

給すべき扶助料で、まだその者に支給しなかつたものがあるときは、そ

の者の死亡当時その者と生計を同じくしていた世帯の代表者に支給する

ことができる。 

（不正利得の返還） 

第１２条 偽りその他不正の手段により扶助料の支給を受けた者があると

きは、市長は、その受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から

返還させることができる。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、昭和４６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現に扶助料の支給要件に該当している者が、昭

和４６年５月３１日までに第５条の規定による申請をしたときは、その

者に対する扶助料は、同年４月分から支給する。 

附 則（昭和４７年条例第１８号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の規定は、昭和４７年１０月以降の扶助料につ

いて適用し、同年９月以前の扶助料については、なお従前の例による。 

附 則（昭和４８年条例第１５号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の規定は、昭和４８年４月以降の扶助料につい

て適用し、同年３月以前の扶助料については、なお従前の例による。 

附 則（昭和４９年条例第２４号） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の規定は、昭和４９年１０月以降の扶助料につ

いて適用し、同年９月以前の扶助料については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５０年条例第１３号） 

１ この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の条例第４条第１号中「月額６，０００円」は、

昭和５０年１０月以降の扶助料について適用し、同年９月以前の扶助料

については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際、現に扶助料の支給要件に該当している者が、昭

和５０年５月３１日までに第５条の規定による申請をしたときは、その

者に対する扶助料は同年４月分から支給する。 

附 則（昭和５０年条例第３８号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年１０月１日から適用する。 

附 則（昭和５５年条例第３１号） 

この条例は、昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年条例第１５号） 

この条例は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第８号） 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正後の小牧市心身障害者扶助料支給条例

（以下「新条例」という。）第２条第３号に規定する精神障害者であっ

て扶助料の支給要件に該当しているものが、平成１０年４月３０日まで

に新条例第５条の規定による申請をしたときは、その者に対する扶助料

は、新条例第７条第１項の規定にかかわらず、同年４月分から支給する。 

附 則（平成１１年条例第６号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第３５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第９号） 
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この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第１７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第１０号） 

この条例は、刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の施行の日から

施行する。 

附 則（平成１８年条例第３６号） 

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第１２号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年条例第８号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


